
第
一
号
議
案

令
和
五
年
第
四
回
定
例
県
議
会
議
案
に
対
す
る
教
育
委
員
会
の
意
見
に
つ
い
て

地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
六
十
二
号
）
第
二
十
九
条

の
規
定
に
よ
り
、
知
事
か
ら
令
和
五
年
第
四
回
定
例
県
議
会
に
提
出
予
定
の
議
案
の
う
ち
、
本
委
員
会
関
係

分
に
つ
い
て
意
見
を
求
め
ら
れ
た
の
で
、
別
紙
（
案
）
の
と
お
り
回
答
す
る
。

令
和
五
年
十
一
月
二
十
四
日
提
出

大
分
県
教
育
委
員
会
教
育
長

岡

本

天

津

男

提
案
理
由

知
事
か
ら
照
会
の
あ
っ
た
令
和
五
年
第
四
回
定
例
県
議
会
に
提
出
予
定
の
議
案
の
う
ち
、
本
委
員
会
関

係
分
に
つ
い
て
、
別
紙
（
案
）
の
と
お
り
回
答
し
た
い
の
で
提
案
す
る
。

［第１号議案］
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教委教改第    号  

令和５年１１月  日 

 

 大分県知事 佐 藤 樹 一 郎 殿 

 

 

大分県教育委員会 

   教育長 岡 本 天 津 男  
 

 

議案に対する教育委員会の意見について（回答） 
 

 

 令和５年１１月２０日付け財第４０１号で照会のあった上記のことについ

て、下記のとおり回答します。 

 

 

記 

 

 

  原案のとおり提出することに異議ありません。 

案 

［第１号議案］
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第
９

１
号

議
案

職
員

の
給

与
に

関
す

る
条

例
等

の
一

部
改

正
等

に
つ

い
て

項
目

１
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

の
一

部
改

正
（

第
１

条
及

び
第

２
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

)
給

料
表

改
定

○
国

に
準

じ
て

初
任

給
及

び
若

年
層

に
重

点
を

置
い

た
給

料
月

額
の

引
上

げ
令

和
５

年
４

月
１

日
適

用
（

別
表

第
１

～
６

）
○

全
職

員
を

対
象

に
各

号
給

の
額

に
一

定
の

率
（

改
定

率
０

．
３

％
)
を

乗
じ

た
給

料
表

に
改

正
（

全
体

の
改

定
率

１
．

１
２

％
月

額
３

,９
０

５
円

）
(
２

）
○

医
師

及
び

歯
科

医
師

に
対

す
る

支
給

月
額

を
引

上
げ

令
和

５
年

４
月

１
日

適
用

初
任

給
調

整
手

当
・

医
師

及
び

歯
科

医
師

（
医

療
職

給
料

表
Ⅰ

適
用

者
）

４
１

４
,８

０
０

円
→

４
１

５
,６

０
０

円
（

第
11

条
の

２
）

・
〃

（
医

療
職

給
料

表
Ⅰ

適
用

者
以

外
）

５
０

,８
０

０
円

→
５

１
,１

０
０

円

(
３

)
期

末
手

当
○

期
末

・
勤

勉
手

当
の

年
間

支
給

月
数

の
引

上
げ

（
４

．
４

月
→

４
．

５
月

）
に

係
る

１
２

月
期

の
支

給
月

数
の

改
正

令
和

５
年

1
2
月

１
日

適
用

及
び

勤
勉

手
当

○
引

上
げ

分
は

期
末

手
当

及
び

勤
勉

手
当

に
均

等
に

配
分

(
第

22
条

、
23

条
)

期
末

手
当

6
月

期
1
2
月

期
現

行
改

正
後

一
般

職
員

1
.
2
0

1
.
2
0

1
.
2
5

特
定

管
理

職
員

1
.
0
0

1
.
0
0

1
.
0
5

勤
勉

手
当

6
月

期
1
2
月

期
現

行
改

正
後

一
般

職
員

1
.
0
0

1
.
0
0

1
.
0
5

特
定

管
理

職
員

1
.
2
0

1
.
2
0

1
.
2
5

○
６

月
期

と
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
（

期
末

・
勤

勉
手

当
４

．
５

月
）

令
和

６
年

４
月

１
日

施
行

（
均

等
に

な
る

よ
う

に
配

分
）

期
末

手
当

6
月

期
1
2
月

期
R
5
.
6
月

改
正

後
R
5
.
1
2
月

改
正

後
一

般
職

員
1
.
2
0

1
.
2
2
5

1
.
2
5

1
.
2
2
5

特
定

管
理

職
員

1
.
0
0

1
.
0
2
5

1
.
0
5

1
.
0
2
5

勤
勉

手
当

6
月

期
1
2
月

期
R
5
.
6
月

改
正

後
R
5
.
1
2
月

改
正

後
一

般
職

員
1
.
0
0

1
.
0
2
5

1
.
0
5

1
.
0
2
5

特
定

管
理

職
員

1
.
2
0

1
.
2
2
5

1
.
2
5

1
.
2
2
5

［第１号議案］
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項
目

２
一

般
職

の
任

期
付

職
員

の
採

用
等

に
関

す
る

条
例

の
一

部
改

正
（

第
３

条
関

係
）

項
目

改
正

内
容

備
考

(
１

)
給

料
表

改
定

任
期

付
職

員
給

料
表

の
給

料
月

額
の

引
上

げ
令

和
５

年
４

月
１

日
適

用

(
２

)
期

末
手

当
年

間
支

給
月

数
の

引
上

げ
（

３
．

３
月

→
３

．
４

月
）

に
係

る
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
令

和
５

年
1
2
月

１
日

適
用

６
月

期
１

２
月

期
現

行
改

正
後

1
.
6
5

1
.
6
5

1
.
7
5

項
目

３
一

般
職

の
任

期
付

職
員

の
採

用
等

に
関

す
る

条
例

の
一

部
改

正
（

第
４

条
関

係
）

項
目

改
正

内
容

備
考

(
１

)
期

末
手

当
６

月
期

と
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
（

３
．

４
月

）
令

和
６

年
４

月
１

日
施

行
6
月

期
1
2
月

期
R
5
.
6
月

改
正

後
R
5
.
1
2
月

改
正

後
1
.
6
5

1
.
7
0

1
.
7
5

1
.
7
0

項
目

４
一

般
職

の
任

期
付

研
究

員
の

採
用

等
に

関
す

る
条

例
の

一
部

改
正

（
第

５
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

)
給

料
表

改
定

第
１

、
２

号
任

期
付

研
究

員
給

料
表

の
給

料
月

額
の

引
上

げ
令

和
５

年
４

月
１

日
適

用

(
２

)
期

末
手

当
年

間
支

給
月

数
の

引
上

げ
（

３
．

３
月

→
３

．
４

月
）

に
係

る
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
令

和
５

年
1
2
月

１
日

適
用

６
月

期
１

２
月

期
現

行
改

正
後

1
.
6
5

1
.
6
5

1
.
7
5

項
目

５
一

般
職

の
任

期
付

研
究

員
の

採
用

等
に

関
す

る
条

例
の

一
部

改
正

（
第

６
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

)
期

末
手

当
６

月
期

と
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
（

３
．

４
月

）
令

和
６

年
４

月
１

日
施

行
6
月

期
1
2
月

期
R
5
.
6
月

改
正

後
R
5
.
1
2
月

改
正

後
1
.
6
5

1
.
7
0

1
.
7
5

1
.
7
0

［第１号議案］
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項
目

６
特

別
職

の
常

勤
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
条

例
の

一
部

改
正

（
第

７
条

及
び

第
８

条
関

係
）

項
目

改
正

内
容

備
考

(
１

)
給

料
改

定
○

一
般

職
員

や
国

の
改

定
状

況
を

踏
ま

え
て

給
料

月
額

の
引

上
げ

（
改

定
率

０
．

３
％

）
公

布
日

施
行

（
別

表
）

(
２

）
期

末
手

当
○

年
間

支
給

月
数

の
引

上
げ

（
３

．
３

月
→

３
．

４
月

）
に

係
る

１
２

月
期

の
支

給
月

数
の

改
正

令
和

５
年

1
2
月

１
日

適
用

（
第

５
条

）
６

月
期

１
２

月
期

現
行

改
正

後
1
.
6
5

1
.
6
5

1
.
7
5

○
６

月
期

と
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
（

３
．

４
月

）
令

和
６

年
４

月
１

日
施

行
（

均
等

に
な

る
よ

う
に

配
分

）
6
月

期
1
2
月

期
R
5
.
6
月

改
正

後
R
5
.
1
2
月

改
正

後
1
.
6
5

1
.
7
0

1
.
7
5

1
.
7
0

項
目

７
会

計
年

度
任

用
職

員
の

報
酬

等
に

関
す

る
条

例
の

一
部

改
正

（
第

９
条

及
び

第
１

０
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

）
期

末
手

当
○

年
間

支
給

月
数

の
引

上
げ

（
２

．
４

５
月

→
２

．
５

月
）

に
係

る
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
令

和
５

年
1
2
月

１
日

施
行

(
第

2
条

、
第

4
条

)
６

月
期

１
２

月
期

現
行

改
正

後
1
.
2
2
5

1
.
2
2
5

1
.
2
7
5

○
勤

勉
手

当
支

給
開

始
に

伴
い

、
勤

勉
手

当
分

と
し

て
加

算
し

て
い

た
支

給
月

数
分

の
引

下
げ
（

２
．
５

月
→

２
．
４

５
月

）
令

和
６

年
４

月
１

日
施

行
（

６
月

、
１

２
月

期
の

支
給

月
数

を
均

等
に

な
る

よ
う

に
配

分
）

6
月

期
1
2
月

期
R
5
.
6
月

改
正

後
R
5
.
1
2
月

改
正

後
1
.
2
2
5

1
.
2
2
5

1
.
2
7
5

1
.
2
2
5

(
２

）
勤

勉
手

当
○

地
方

自
治

法
の

改
正

や
各

県
の

改
定

状
況

等
を

考
慮

し
、

会
計

年
度

任
用

職
員

に
勤

勉
手

当
を

支
給

す
る

。
令

和
６

年
４

月
１

日
施

行
(
第

4
条

の
2)

支
給

月
数

２
．

０
５

月
（

一
般

職
員

と
同

水
準

）

［第１号議案］
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項
目

８
大

分
県

議
会

議
員

の
議

員
報

酬
及

び
費

用
弁

償
条

例
の

一
部

改
正

（
第

１
１

条
関

係
）

項
目

改
正

内
容

備
考

(
１

）
報

酬
改

定
一

般
職

員
や

国
の

改
定

状
況

を
踏

ま
え

て
報

酬
の

引
上

げ
（

改
定

率
０

．
３

％
）

公
布

日
施

行

(
２

）
期

末
手

当
年

間
支

給
月

数
の

引
上

げ
（

３
．

３
月

→
３

．
４

月
）

に
係

る
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
令

和
５

年
1
2
月

１
日

適
用

６
月

期
１

２
月

期
現

行
改

正
後

1
.
6
5

1
.
6
5

1
.
7
5

項
目

９
大

分
県

議
会

議
員

の
議

員
報

酬
及

び
費

用
弁

償
条

例
の

一
部

改
正

（
第

１
２

条
関

係
）

項
目

改
正

内
容

備
考

(
１

）
期

末
手

当
６

月
期

と
１

２
月

期
の

支
給

月
数

の
改

正
（

３
．

４
月

）
令

和
６

年
４

月
１

日
施

行
6
月

期
1
2
月

期
R
5
.
6
月

改
正

後
R
5
.
1
2
月

改
正

後
1
.
6
5

1
.
7
0

1
.
7
5

1
.
7
0

項
目

１
０

特
別

職
の

秘
書

の
給

与
及

び
旅

費
に

関
す

る
条

例
の

一
部

改
正

（
第

１
３

条
関

係
）

項
目

改
正

内
容

備
考

(
１

）
給

料
表

改
定

特
別

職
秘

書
給

料
表

の
給

料
月

額
の

引
上

げ
令

和
５

年
４

月
１

日
適

用
（

一
般

職
の

職
員

に
準

じ
て

改
定

）

項
目

１
１

附
属

機
関

の
委

員
等

の
報

酬
及

び
費

用
弁

償
条

例
の

一
部

改
正

（
第

１
４

条
関

係
）

項
目

改
正

内
容

備
考

(
１

）
非

常
勤

の
顧

問
、

参
与

、
調

査
員

、
嘱

託
員

及
び

こ
れ

ら
に

準
じ

る
報

酬
に

つ
い

て
は

、
国

に
準

じ
て

限
度

額
を

改
定

令
和

５
年

４
月

１
日

適
用

報
酬

の
限

度
額

（
高

度
の

知
識

経
験

に
基

づ
き

困
難

な
職

務
を

行
う

医
師

等
で

知
事

が
指

定
す

る
も

の
）

３
４

,２
０

０
円

→
３

４
,３

０
０

円

［第１号議案］
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項
目

１
２

技
能

労
務

職
員

の
給

与
の

種
類

及
び

基
準

に
関

す
る

条
例

の
一

部
改

正
（

第
１

５
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

）
勤

勉
手

当
○

技
能

労
務

職
員

で
あ

る
会

計
年

度
任

用
職

員
に

勤
勉

手
当

を
支

給
す

る
。

令
和

６
年

４
月

１
日

適
用

(
第

12
条

の
2)

支
給

月
数

２
．

０
５

月
（

一
般

職
員

と
同

水
準

）

項
目

１
３

企
業

職
員

の
給

与
の

種
類

及
び

基
準

に
関

す
る

条
例

の
一

部
改

正
（

第
１

６
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

）
勤

勉
手

当
企

業
職

員
で

あ
る

会
計

年
度

任
用

職
員

に
勤

勉
手

当
を

支
給

す
る

。
令

和
６

年
４

月
１

日
適

用
支

給
月

数
２

．
０

５
月

（
一

般
職

員
と

同
水

準
）

項
目

１
４

大
分

県
病

院
局

職
員

の
給

与
の

種
類

及
び

基
準

に
関

す
る

条
例

の
一

部
改

正
（

第
１

７
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

）
勤

勉
手

当
病

院
局

職
員

で
あ

る
会

計
年

度
任

用
職

員
に

勤
勉

手
当

を
支

給
す

る
。

令
和

６
年

４
月

１
日

適
用

支
給

月
数

２
．

０
５

月
（

一
般

職
員

と
同

水
準

）

項
目

１
５

職
員

の
育

児
休

業
等

に
関

す
る

条
例

の
一

部
改

正
（

第
１

８
条

関
係

）
項

目
改

正
内

容
備

考
(
１

）
勤

勉
手

当
○

育
児

休
業

を
し

て
い

る
会

計
年

度
任

用
職

員
が

、
基

準
日

以
前

６
か

月
の

間
に

勤
務

し
た

期
間

が
あ

る
場

合
は

、
一

般
職

令
和

６
年

４
月

１
日

適
用

（
第

７
条

）
員

と
同

様
に

勤
務

期
間

に
応

じ
た

勤
勉

手
当

を
支

給
す

る
。

附
則
項

目
改

正
内

容
第

１
項

○
こ

の
条

例
は

、
公

布
の

日
か

ら
施

行
（

施
行

期
日

）
○

た
だ

し
、
令

和
６

年
度

以
降

の
期

末
・

勤
勉

手
当
（

６
月

期
と

１
２

月
期

の
支

給
月

数
の

改
定

）
会

計
年

度
任

用
職

員
の

勤
勉

手
当

支
給

等
（

第
２

条
、

第
４

条
、

第
６

条
、

第
８

条
、

第
1
0
条

、
第

1
2
条

、
第

1
5
条

～
第

1
8
条

）
の

改
定

は
、

令
和

６
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

第
２

項
○

給
料

表
等

（
第

１
条

、
第

３
条

、
第

５
条

、
第

1
3
条

及
び

第
1
4
条

）
の

改
定

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日

か
ら

適
用

（
適

用
日

）
第

３
項

○
令

和
５

年
1
2
月

に
支

給
さ

れ
る

期
末

・
勤

勉
手

当
の

支
給

率
（

第
１

条
、

第
３

条
、

第
５

条
、

第
７

条
、

第
９

条
、

第
1
1
条

）
の

改
定

は
、

（
適

用
日

）
令

和
５

年
1
2
月

１
日

か
ら

適
用

［第１号議案］
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第
１
０
１
号
議
案
 
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ
い
て
 

 
 
 
令
和
5
年
度
末
を
も
っ
て
指
定
期
間
が
満
了
す
る
公
の
施
設
の
指
定
管
理
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
定
管
理
者
と
し
て
指
定
す
る
も
の
。

   

１
．
 指

定
管
理
候
補
者
選
定
の
経
過

 

項
目
 

年
月
日
 

●
第
１
回
選
定
委
員
会
 

（
審
査
基
準
、ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
、募

集
要
項
等
の
検
討
） 

令
和

5
年

8
月

8
日
（
火
）
 

公
募
開
始
（
公
告
）
 

令
和

5
年

8
月

23
日
（
水
）
 

公
募
に
関
す
る
現
地
説
明
会
実
施
 

令
和

5
年

9
月

12
日
（
火
）
 

公
募
に
関
す
る
質
問
受
付
 

令
和

5
年

8
月

23
日
（
水
）
 

～
令
和

5
年

9
月

22
日（

金
） 

申
請
書
の
受
付
 

令
和

5
年

10
月

10
日
（
火
） 

～
令
和

5
年

10
月

23
日（

月
） 

●
第
２
回
選
定
委
員
会
 

（
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
審
査
、
協
議
・
選
定
）
 

令
和

5
年

10
月

27
日
（
金
） 

 

 

 

２
．
 審

査
基
準

 

審
査
基
準

 
評
価
項
目
（
抜
粋
）

 
１
．
平
等
利
用
と
法
令
遵

守
等

 
（
１
）
平
等
な
利
用
の
確
保
が
な
さ
れ
て
い
る
か

 
（
２
）
法
令
を
遵
守
す
る
姿
勢
が
あ
る
か

 
２
．
管
理
運
営
方
針
・
維

持
管
理
計
画

 
（
１
）
施
設
の
設
置
目
的
に
沿
っ
た
管
理
運
営
方
針
と
な
っ
て

い
る
か

 
（
２
）
利
用
者
意
見
、
ニ
ー
ズ
等
に
的
確
に
行
わ
れ
る
か
（
要

望
の
把
握
・
業
務
へ
の
反
映
）

 
３
．
利
活
用
促
進

 
（
１
）
広
報
・
イ
ベ
ン
ト
等
誘
致
活
動
は
積
極
的
に
行
わ
れ
る

か
 

（
２
）
目
標
指
標
（
利
用
者
の
増
加
）
に
向
け
た
具
体
的
取
組

 
４
．
経
費
縮
減

 
（
１
）
基
準
価
格
、
申
請
者
の
提
案
額
に
よ
り
評
価

 
５
．
管
理
運
営
の
安
定
性

 
（
１
）
業
務
を
安
定
的
に
実
施
で
き
る
経
営
基
盤
（
資
産
や
金

融
機
関
等
の
支
援
を
含
む
）
が
あ
る
か

 
（
２
）
同
種
施
設
の
管
理
運
営
実
績
が
あ
る
か

 

３
．
 指

定
管
理
候
補
者
及
び
選
定
委
員
会
に
お
け
る
評
価
等
  

指
定
管
理
候
補
者

 
提
案
価
格

 
債
務
負
担
行
為
額

 
選
定
委
員
会
に
お
け
る
評
価

 

株
式
会
社
大
宣

 
 代
表
取
締
役
社
長
 
朝
倉
 
弘
美

 
３
，
０
７
４
，
５
０
０
千
円

 
３
，
０
７
５
，
８
３
５
千
円

 

・
こ
れ
ま
で
の
管
理
運
営
の
経
験
・
実
績
を
活
か
し
、
堅
実
な
施
設
の
維
持
管

理
、
地
域
住
民
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
と
の
連
携
に
よ
る
管
理
運
営
方
法
、
利
用
者
の
増
加

を
図
る
積
極
的
な
事
業
展
開
な
ど
、
事
業
計
画
の
各
項
目
に
つ
い
て
、
き
め
細
か

で
実
効
性
の
あ
る
提
案
を
示
し
て
お
り
、
管
理
運
営
の
安
定
性
、
信
頼
性
が
高
く

評
価
で
き
た
。

 
 ・
施
設
の
効
用
の
最
大
化
に
つ
い
て
は
、
高
度
な
管
理
が
求
め
ら
れ
て
い
る
レ
ゾ

ナ
ッ
ク
ド
ー
ム
の
芝
を
こ
れ
ま
で
管
理
し
て
き
た
実
績
と
、
施
設
の
利
用
実
態
を

ふ
ま
え
、
実
施
す
る
曜
日
、
内
容
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
検
討
し
て
自
主
事
業
を
計
画

し
た
こ
と
が
高
く
評
価
で
き
た
。

 

大
分
ス
ポ
ー
ツ
公
園
、
高
尾
山
自
然
公
園
及
び
武
道
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー
【
公
募
／
指
定
期
間
５
年
：
令
和
６
年
４
月
１
日
～
令
和
１
１
年
３
月
３
１
日
】

 

［第１号議案］
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第
１

０
４

号
議

案
「 

分
県

 
ス

ポ
ー

ツ
施

設
の

設
置

及
び

管
理

に
関

す
る

条
例

の
 

部
改

正
に

つ
い

て
」

第
１

０
５

号
議

案
「 

分
県

 
庄

内
屋

内
競

技
場

の
管

理
に

係
る

事
務

の
委

託
に

つ
い

て
」

①
庄

内
屋

内
競

技
場

・構
造

 
Ｒ

Ｃ
造

平
屋

建
（

屋
根

鉄
 

造
）

3,
60

0㎡
②

エ
ア

ラ
イ

フル
射

撃
場

・構
造

 
プレ

ハ
ブ平

屋
建

92
4㎡

③
管

理
者

 
由

布
市

（
H1

8 
指

定
管

理
 

利
 

料
 

制
）

・平
成

３
年

に
旧

庄
内

町
 

か
ら建

設
の

陳
情

を受
け

、平
成

４
年

８
 

に
県

が
整

備
（

用
地

は
旧

庄
内

町
が

町
有

地
を整

備
し提

供
）

・管
理

に
つ

い
て

は
、建

設
の

経
緯

か
ら、

旧
庄

内
町

（
現

由
布

市
）

が
当

初
か

ら管
理

・維
持

管
理

費
に

つ
い

て
は

由
布

市
が

負
担

し、
施

設
の

修
繕

等
は

県
が

負
担

＜
現

状
＞

指
定

管
理

者
制

度
（

地
方

自
治

法
第

２
４

４
条

の
２

第
３

項
）

＜
変

更
す

る
管

理
 

法
＞

事
務

の
委

託
（

地
方

自
治

法
第

２
５

２
条

の
１

４
）

・地
 

公
共

団
体

の
事

務
の

 
部

の
管

理
及

び
執

 
を、

他
の

地
 

公
共

団
体

に
委

ね
る

こと
に

よ
り 

政
運

営
の

効
率

化
・合

理
化

を
図

る
制

度
。

・ご
み

処
理

や
市

町
村

消
防

指
令

業
務

の
共

同
運

 
の

他
、公

園
施

設
、体

育
施

設
の

施
設

管
理

な
どに

採
 

され
て

い
る

。
※

施
設

の
維

持
管

理
・修

繕
等

に
係

る
経

費
負

担
や

施
設

の
利

 
 

に
つ

い
て

は
、変

更
な

し（
従

前
どお

り）

＜
成

果
＞

・庄
内

総
合

運
動

公
園

との
 

体
管

理
に

よる
維

持
管

理
費

の
抑

制
＜

課
題

＞
・施

設
の

特
性

上
、ラ

イフ
ル

射
撃

競
技

以
外

の
利

活
 

が
難

しい
こと

か
ら、

利
 

者
数

の
増

に
向

け
た

取
組

に
は

限
界

・指
定

管
理

者
制

度
導

 
に

伴
い

、平
成

18
年

度
以

降
、

建
設

の
経

緯
を

踏
まえ

由
布

市
が

指
定

管
理

者
（

任
意

指
定

）
※

制
度

創
設

の
 

的
・多

様
化

す
る

住
 

ニー
ズ

に
より

効
果

的
、効

率
的

に
対

応
す

る
た

め
、地

方
自

治
体

が
設

置
す

る
公

の
施

設
の

管
理

に
 

間
の

能
 

を
活

 
す

る
こと

に
より

、住
 

サ
ー

ビス
の

向
上

や
経

費
の

節
減

等
を図

る
こと

・こ
れ

以
上

の
サ

ー
ビス

向
上

や
コス

ト削
減

の
効

果
が

 
込

め
な

い
状

況
・指

定
管

理
者

制
度

の
趣

旨
を

 
分

に
反

映
で

きな
い

た
め

、管
理

 
法

の
 

直
しを

 
うべ

き

＜
 

分
県

 
財

政
改

 
推

進
委

員
会

指
定

管
理

者
評

価
部

会
＞

１
．

施
設

の
概

要
２

．
建

設
・管

理
の

経
緯

３
．

管
理

 
法

の
変

更
（

第
１

０
５

号
議

案
大

分
県

 
庄

内
屋

内
競

技
場

の
管

理
に

係
る

事
務

の
委

託
に

つ
い

て
）

［第１号議案］
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第
１

０
４

号
議

案
「 

分
県

 
ス

ポ
ー

ツ
施

設
の

設
置

及
び

管
理

に
関

す
る

条
例

の
 

部
改

正
に

つ
い

て
」

第
１

０
５

号
議

案
「 

分
県

 
庄

内
屋

内
競

技
場

の
管

理
に

係
る

事
務

の
委

託
に

つ
い

て
」

改
正

の
内

容
(1

) 
 管

理
の

特
例

に
係

る
規

定
を追

加
（

第
14

条
関

係
）

(2
)

利
 

料
 

に
係

る
規

定
を削

除
（

第
14

条
関

係
）

(3
) 

 そ
の

他
規

定
の

整
備

（
第

2条
、第

11
条

関
係

）

○
管

理
運

営
の

根
拠

は
、由

布
市

の
条

例
、規

則
等

に
よ

る
も

の
とな

り、
隣

接
す

る
庄

内
総

合
運

動
公

園
との

更
な

る
 

体
的

、効
率

的
な

管
理

が
期

待
で

き
る

。
○

指
定

管
理

者
制

度
に

お
け

る
施

設
利

 
者

数
の

増
とい

う観
点

だ
け

で
な

く、
ライ

フル
射

撃
場

とい
う施

設
の

特
性

を
生

か
した

地
元

高
校

との
連

携
な

ど由
布

市
に

お
け

る
独

自
性

の
発

揮
も

可
能

とな
る

。
○

 
間

の
ノウ

ハ
ウ活

 
とい

った
指

定
管

理
者

制
度

の
趣

旨
に

そぐ
わ

な
い

管
理

運
営

 
法

が
解

消
され

る
。

○
更

新
に

係
る

事
務

 
続

き
等

が
不

要
とな

り、
 

期
的

な
運

 
が

可
能

とな
る

。

＜
施
設
外
観
＞

＜
５
０
ｍ
射
撃
場
射
座
＞

＜
５
０
ｍ
射
撃
場
射
座
＞

４
．

事
務

の
委

託
の

効
果

5．
管

理
 

法
の

変
更

に
伴

う規
定

の
整

備
（

第
１

０
４

号
議

案
 

分
県

 
ス

ポ
ー

ツ
施

設
の

設
置

及
び

管
理

に
関

す
る

条
例

の
 

部
改

正
に

つ
い

て
）

６
．

今
後

の
手

続
き

（
予

定
）

・令
和

６
年

１
 

上
旬

事
務

の
委

託
の

規
約

告
示

・令
和

６
年

３
 

中
旬

総
務

大
臣

へ
の

届
出

・令
和

６
年

４
 

１
 

事
務

の
委

託
に

よ
る

運
用

開
始

＜
５
０
ｍ
射
撃
場
射
座
＞

［第１号議案］
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【
改

正
理

由
】

別
府

市
大

字
鶴

見
の
住
居
表
示

が
実

施
さ

れ
る

こ
と

に
伴

い
、

『
大

分
県

立
学

校
の

設
置

に
関

す
る

条
例

』
の

一
部

を
改

正
す

る
も

の
。

【
改

正
内

容
】

第
1
0
6
号
議
案

警
察
署
の
名
称
、
位
置
及
び
管
轄
区
域
条
例
等
の
一
部
改
正
（
R
６
.1
.6
施
行
）

大
分
県
立
別
府
鶴
見
丘
高
等
学
校

別
府

市
大

字
鶴

見
四

、
四

三
三

番
地

二

↓

別
府

市
東

荘
園

四
丁

目
二

番
四

四
号

名
称

位
置

大
分

県
立

別
府

鶴
見

丘
高

等
学

校
別

府
市

大
字

鶴
見

四
、

四
三

三
番

地
二

名
称

位
置

大
分

県
立

別
府

鶴
見

丘
高

等
学

校
別

府
市

東
荘

園
四
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